
（別紙１）施設平面図
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備品
品　　　名 規　格　・　品　質 点数 取得年月日

両袖机（医師用） オカムラ　ＤＢ０３ＺＡ－Ｍ３８３ 1 H5.10.1
ひじ付き回転椅子 ライオン　№５２２Ｆ 1 H10.12.25
理髪用電動いす 新明和工芸　ＢＣ－２７１５ 2 H5.10.1
演台 イトウ　ＥＭ－１１Ｔ 1 H5.10.1
花台 イトウ　ＦＰ－４Ｔ 1 H5.10.1
鍵保管庫 コクヨ　ＫＧ－５Ｍ 1 H5.10.1
手動ギャッジベッド パラマウントベッド　ＫＡ－Ａ２２ 1 H5.10.1
二段ベット オリバー　ＢＳ－１８７ 2 H5.10.1
足踏み式ミシン ブラザー　HA2-B126 1 H5.10.1
汚物除去機 WE-8A 1 H29.2.23
冷蔵庫 ナショナル　NR－C36L１－W 3 H5.10.1
ガステーブル 日本調理機　GTN-１２６４ 1 H5.10.1
ガス回転釜 日本調理機　DGK-３０J 3 R4.10.25
配膳車 日本調理機（株）　JCSB30RD 4 R3.7.19
球根皮剥機 日本調理機　PL-４２N 1 R3.7.19
調理台 アイホー調理機　ＴＫ－１８９ 1 H5.10.1
食器消毒保管機 日本調理機㈱ 1 H30.2.20
食器消毒保管機 日本調理機㈱ 1 H30.2.22
テント ウチダ　３．６×７．２Ｍ 4 H5.10.1
超音波洗浄機 YOSIDA　SSC－０２ET 1 H5.10.1
殺菌灯キャビネット ＪＭ　バットタイプ 1 H5.10.1
超音波洗浄機 ＪＭ　ＵＴ－２０４ 1 H5.10.1
自動練和機 ＪＭ　デジタルミキサー 1 H5.10.1
殺菌灯キャビネット ＪＭ　トレータイプ 1 H5.10.1
殺菌灯キャビネット ＪＭ　外科タイプ 1 H5.10.1
細菌培養器 ＹＳ　ＴＯ式 1 H5.10.1
ピアノ カワイ（宮城学院寄付） 1 H11.11.1
電子ピアノ ヤマハ 1 H5.10.1
太鼓 小松太鼓店 4 H5.10.1
跳び箱 ウチダ　小型 1 H5.10.1
ダブル平均台 ウチダ　ＳＫ－３６ 2 H5.10.1
三間低鉄棒 ウチダ　C－１（増設用含む） 1 H5.10.1
トランポリン ウチダ　Ｚ－２ 1 H5.10.1
卓球台 ウチダ　プライベートローラーＳＰ－２ 2 H5.10.1
跳び箱 ウチダ　ＭＴ－８Ｌ 2 H5.10.1
サッカーゴール ウチダ 1 H5.10.1
冷凍冷蔵庫 ﾎｼｻﾞｷHRF-180AF-1 2 R4.9.29
保存食用冷凍庫 ﾎｼｻﾞｷHF-63CAT-KS 2 R4.9.29
冷蔵庫 ﾎｼｻﾞｷHR-90A-1-ML 1 R4.9.29
業務用冷蔵庫 ﾎｼｻﾞｷHR-63B 1 R7.2.19
ホットワゴン 日本調理機㈱HWNI-450 1 R4.10.25

計 61

重要物品
品　　　名 規　格　・　品　質 点数 取得年月日

歯科用ユニット シグノグランド２ 2 H6.3.29
日野リエッセⅡ 仙台２００さ２４３ 1 H24.3.28
日産バネット 仙台５００ほ１８１７ 1 H25.3.25

備品・重要物品一覧表



別紙３  
 

公の施設の管理運営に関する環境配慮について 
 
 

１ 環境認証制度に係る認証等の取得について 
宮城県では、環境に配慮した事業活動を行っている事業者が適正に評価される市場の形成を

促進するために、ISO14001等をはじめとする環境認証制度に係る認証等を取得している事業

者から優先的に物品等を調達することにしています。  
この趣旨に基づき、指定管理者は既に環境認証等を取得している場合を除き、基本協定締結

後速やかに次のいずれかの環境認証制度に係る認証等を取得してください。  
(1) 国際標準化機構（ＩＳＯ）の国際標準規格「ＩＳＯ１４００１」の認証  
(2) 財団法人地球環境戦略研究機関の認証登録制度「エコアクション２１」の認証  
(3) みちのく環境管理規格認証機構の認証制度「みちのく環境管理規格（略称「みちのく

 ＥＭＳ」）」の認証  
(4) 宮城県の「わが社のe行動（eco do!）宣言」制度の環境配慮実践事業者の認定※ 

 
「わが社のe行動（eco do!）宣言」制度の環境配慮実践事業者の認定について 

わが社のe行動（eco do!）宣言の登録をされた事業者の方が、更に宣言登録した取組

項目に具体的な目標を設定し、申請することにより、宮城県独自の「環境配慮実践事

業者」認定を受けることができる制度です。  
「環境配慮実践事業者」認定を希望される事業者の方は、最初に「わが社のe行動（eco 

do!）宣言」制度によるわが社のe行動（eco do!）宣言の登録をしていただく必要があ

ります。  
登録後、この宣言内容に具体的な目標を設定し申請することにより、「環境配慮実

践事業者」認定を受けることができます。  
詳しくは、宮城県環境生活部環境政策課のホームページを御覧ください。  
環境政策課のホームページのアドレス：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s/ 

 
 
 
２ 環境配慮の取組項目及び内容の作成・報告等について  

宮城県では、環境保全率先実行計画を作成し、学校、警察署を含むすべての機関で、省エネ、

省資源、ごみの減量化、リサイクル、グリーン購入等の環境配慮の取組を推進しています。 
環境保全率先実行計画は、指定管理者や指定管理者が管理運営する施設には適用されません

が、県民から見れば同じ県の施設であり、県が自ら管理運営する施設に準じた環境配慮の取

組が求められます。  
この趣旨に基づき、指定管理者は、別紙を参考に施設利用者に対するサービスを低下させな

い範囲で環境配慮の取組項目及び内容を事業計画書に具体的に記載し、環境配慮の取組を推

進するとともに、毎年度事業終了後に提出する事業報告書に取組結果を記載してください。

 また、２年目以降の取組項目及び内容の記載に当たっては、前年度の取組結果を基に必要

な見直しを行い、継続的な改善につながるような内容としてください。 
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取組項目  内     容  
(1) 環境配慮の低減に

資する物品・役務の
調達 

 宮城県が毎年度作成する「宮城県グリーン購入の推進に関する計画
（宮城県環境生活部環境政策課のホームページに掲載）」に基づき環
境負荷の少ない物品等の購入を推進する。 
（対象品目例） 

紙類、印刷物、文具類、ＯＡ機器、家電製品、照明、自動車等 
(2) 用紙類の使用量の

抑制 
イ 資料や文書等を作成する際は、両面印刷・両面コピー、縮小可能

なものは縮小コピーや集約印刷を活用する。 
ロ 打合せ資料等には、ミスコピーや使用済文書等の裏面印刷を活用

する。 
ハ 印刷物を作成する際は、ページ数や部数について、必要最小限の

量となるよう見直しを図る。 
ニ 使用済封筒の再利用など、封筒使用の合理化を図る。 

(3) ＯＡ機器等の使用 イ パソコン、コピー機、プリンター等は、省エネルギーモードに設
定する。 

ロ 昼休みや時間外勤務等では、不必要なコピー機、プリンター等の
電源を切る。 

(4) 環境負荷の少ない
自動車の運転・管理 

イ 急発進、急加速や駐停車中の不要なアイドリングを実施しない。 
ロ 自動車を使用する際は、低燃費車や低公害車等環境負荷の少ない

ものを優先的に利用するよう努める。 
ハ 合理的な走行ルートの選択による効率的・合理的な運行を図る。 
ニ 自動車には、不要な荷物を積みっ放しにしない。 

(5) 廃棄物の発生抑制 イ 物品等の購入においては、適正量を購入する。 
ロ コピー機やプリンターのトナーカートリッジは、業者が回収する

よう要請する。 
(6) 廃棄物の再資源化 イ イベントを開催するときは、会場内にリサイクルボックスを設置

する。 
ロ ごみの排出・処理フローシートを作成し、ごみの分別・リサイク

ルを徹底する。 
ハ 廃棄物の処理等を業者に委託する場合は、適正に処理されている

ことを確認する。 
(7) 省エネルギーに配

慮した施設等の利
用 

イ 冷暖房は適正温度で行う。 
ロ 夏季の軽装及び冬季の重ね着等を推進する。 
ハ 窓口業務や施設利用等の支障となる場合を除き、昼休みの消灯を

徹底する。 
ニ トイレ・給湯室・雑用室等の照明は、こまめに消灯する。 
ホ 廊下・トイレ等の照明は、施設利用等に支障がない程度に間引き

を行う。 
(8) 水資源の効率的利

用 
イ 節水コマや水圧調整により、水の使用量を抑制する。 
ロ 蛇口の水流を小さくし、水を出しっ放しにしない。 

(9) 関係事業者との連
携・協力 

 自動販売機のペットボトルや空き缶等は、設置業者が定期的に引き
取るよう要請する。 

( 1 0 )  施設利用者に対
する環境配慮の要
請 

イ トイレ等に使用後の消灯等を依頼する張り紙をし、施設利用者に
省エネルギー行動を呼び掛ける。 

ロ イベントや会議等を開催する場合は、参加者に対して公共交通機
関の利用や駐車場等での不要なアイドリングの停止を要請する。 



別紙４ 
指定管理者の保有する情報の公開に関するモデル規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、情報公開条例（平成 11年宮城県条例第 10号）第 38条の２第１項の規定に

基づき県が設置する公の施設の管理の公共性にかんがみ、○○の保有する公の施設の管理に係

る情報の公開の推進に関して必要な事項を定めることにより、当該公の施設の管理の透明性の

一層の向上を図り、もって○○の行う事業について県民の理解と信頼を確保し、公正で開かれ

た○○の運営に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において「文書」とは、○○の役員又は職員（以下「役職員」という。）が公

の施設の管理につき職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真及びスライドフィルム（こ

れらを撮影したマイクロフィルムを含む。次項において同じ。）並びに電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。

次項において同じ。）であって、○○の役職員が組織的に用いるものとして、○○が保有して

いるものをいう。 

２ この規程において「文書の開示」とは、文書、図画又は写真を閲覧又は写しの交付により、

スライドフィルム又は電磁的記録をその種別、情報化の進展状況等を勘案して○○が別に定め

る方法により公開することをいう。 

（責務） 

第３条 ○○は、この規程に定められた事項を誠実に実行するほか、○○の保有する情報を積極

的に公開するよう努めなければならない。この場合において、○○は、個人に関する情報が十

分保護されるよう最大限の配慮をしなければならない。 

２ 文書の開示の申出をしようとするものは、○○の実施する情報の公開の円滑な推進に努めな

ければならない。 

（文書の開示の申出ができるもの） 

第４条 何人も、この規程の定めるところにより、○○に対し、文書の開示の申出をすることが

できる。 

（文書の開示の申出の手続） 

第５条 前条の規定による開示の申出（以下「開示申出」という。）は、次に掲げる事項を記載

した文書開示申出書（様式第１号。以下「開示申出書」という。）を○○の○○（代表者）に

提出して行なわなければならない。 

(1) 開示申出をする者の氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地並びに法人

その他の団体にあっては代表者の氏名 

(2) 文書の件名その他の開示申出に係る文書を特定するに足りる事項 

(3) その他○○が別に定める事項 

２ ○○は、開示申出書に形式上の不備があると認めるときは、開示申出をした者（以下「開示

申出者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合

において、○○は、当該開示申出者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなけれ

ばならない。 

（開示申出に対する決定等） 
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第６条 ○○は、開示申出があった日から 14 日以内に、開示決定等（当該開示申出に係る文書の

全部若しくは一部を開示する旨の決定又は文書を開示しない旨の決定（第 11 条の規定により開

示申出を拒否する旨の決定及び開示申出に係る文書を保有していない旨の決定を含む。）をい

う。以下同じ。）をしなければならない。ただし、前条第２項の規定により補正を求めた場合

にあっては、当該補正に要した日数は、その期間に算入しない。 

２ ○○は、開示決定等をしたときは、速やかに、開示申出者に対し、その旨を文書開示決定通

知書（様式第２号）、文書部分開示決定通知書（様式第３号）、文書不開示決定通知書（様式

第４号）、文書不開示決定通知書（存否応答拒否）（様式第５号）又は文書不開示決定通知書

（不存在）（様式第６号）により通知しなければならない。ただし、開示請求のあった日に文

書の全部を開示する旨の決定をしたときは、その旨を口頭により通知することができる。 

３ ○○は、文書の全部を開示する旨の決定以外の開示決定等をしたときは、その理由（その理

由がなくなる期日をあらかじめ明示することができるときは、その理由及び期日）を前項の書

面に具体的に記載しなければならない。 

４ 第１項の規定にかかわらず、○○は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同

項に規定する期間を延長することができる。この場合において、○○は、速やかに、開示申出

者に対し、延長後の期間及び延長の理由を決定期間延長通知書（様式第７号）により通知しな

ければならない。 

（開示の実施） 

第７条 ○○は、前条第１項の文書の全部又は一部を開示する旨の決定（以下「開示決定」とい

う。）をしたときは、速やかに、開示申出者に対し、文書の開示をしなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、○○は、閲覧の方法による文書の開示にあっては、当該文書を汚

損し、又は破損するおそれがあると認めるときその他正当な理由があるときは、その写しによ

り、これを行うことができる。 

３ 文書の開示は、○○が指定する日時に○○の事務所において行うものとする。 

４ 前項の規定により開示をする場合において、○○の○○（代表者）が必要と認めるときは、

宮城県の職員に立会いを要請するものとする。 

５ 開示決定を受けた者は、前条第２項の規定による通知があった日から90日以内に開示を受け

なければならない。ただし、その期間内に当該開示を受けることができないことにつき正当な

理由があるときは、この限りでない。 

（文書の開示義務） 

第８条 ○○は、開示申出があったときは、当該開示申出に係る文書に次の各号に掲げる情報（以

下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示申出者に対し、当

該文書を開示しなければならない。 

(1) 法令（条例を含む。以下同じ。）の規定により公開することができないとされている情報 

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の

個人が識別され、若しくは識別され得るもの又は特定の個人を識別することはできないが、

公開することにより、なお個人の権利利益が害されるおそれがあるもの。ただし、次に掲げ

る情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として公開され、又は公開することが予定されている情報  
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ロ 当該個人が役職員、公務員等（国家公務員法（昭和 22年法律第 120 号）第２条第１項に

規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第４項に規定

する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成 13年法律第 140 号）第２条第１項に規定する独立行政法

人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和 25年法律第 261 号）第２

条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成 15年法律第

118 号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）並びに宮城県住

宅供給公社、宮城県道路公社及び宮城県土地開発公社（以下「地方三公社」という。）の

役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であ

るときは、当該情報のうち、当該役職員及び公務員等の職、氏名並びに当該職務遂行の内

容に係る部分 

(3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び地方三公

社を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する

情報であって、公開することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他

正当な利益が損なわれると認められるもの。ただし、事業活動によって生じ、又は生ずるお

それのある危害から人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公開することが

必要であると認められる情報を除く。 

(4) 公開することにより、犯罪の予防又は捜査、人の生命、身体又は財産の保護その他の公共

の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれのある情報 

(5) ○○、 県が設立した地方独立行政法人、地方三公社又は国等（国、独立行政法人等、地方

公共団体、地方独立行政法人（県が設立したものを除く。）その他の公共団体をいう。以下

同じ。）の事務事業に係る意思形成過程において行われる○○又は○○と県が設立した地方

独立行政法人、地方三公社若しくは国等の機関との間における審議、検討、調査、研究等に

関する情報であって、公開することにより、当該事務事業又は将来の同種の事務事業に係る

意思形成に支障が生ずると明らかに認められるもの 

(6) ○○、 県が設立した地方独立行政法人、地方三公社又は国等の機関が行う検査、監査、取

締り、争訟、交渉、渉外、入札、試験その他の事務事業に関する情報であって、当該事務事

業の性質上、公開することにより、当該事務事業若しくは将来の同種の事務事業の目的が達

成できなくなり、又はこれらの事務事業の公正若しくは円滑な執行に支障が生ずると認めら

れるもの 

（部分開示） 

第９条 ○○は、開示申出に係る文書の一部に不開示情報が記録されている場合において、不開

示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは、開示申出者に対し、

当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。ただし、当該部分を除いた部分に有意

の情報が記録されていないと明らかに認められるときは、この限りでない。 

（公益上の理由による裁量的開示） 

第 10条 ○○は、開示申出に係る文書に不開示情報が記録されている場合であっても、公益上特

に必要があると認めるときは、開示申出者に対し、当該文書を開示することができる。 

（文書の存否に関する情報） 
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第 11条 開示申出に対し、当該開示申出に係る文書が存在しているか否かを答えるだけで、不開

示情報を開示することとなるときは、○○は、当該文書の存否を明らかにしないで、当該開示

申出を拒否することができる。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第 12条 開示申出に係る文書に○○、国等及び開示申出者以外のもの（以下「第三者」という。）

に関する情報が記録されているときは、○○は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係

る第三者に対し、開示申出に係る文書の表示等を文書の開示に係る意見照会書（様式第８号。

以下「意見照会書」という。）により通知して、文書の開示に係る意見書（様式第９号。以下

「意見書」という。）を提出する機会を与えることができる。 

２ ○○は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該第三者に対し、開

示申出に係る文書の表示等を意見照会書により通知して、意見書を提出する機会を与えなけれ

ばならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

(1) 第三者に関する情報が記録されている文書を開示しようとする場合であって、当該情報が

第８条第３号ただし書の情報に該当すると認められるとき。 

(2) 第三者に関する情報が記録されている文書を第 10条の規定により開示しようとするとき。 

３ ○○は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該文書の開示に反

対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、開示決定の日と

開示を実施する日との間に２週間を置かなければならない。この場合において、○○は、開示

決定後直ちに、当該意見書を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開

示を実施する日を文書を開示決定した旨の通知書（様式第 10号）により通知しなければならな

い。 

４ 前項の規定にかかわらず、○○は、正当な理由があるときは、同項に規定する期間を延長す

ることができる。 

（費用負担） 

第 13条 開示申出をして文書、図画又は写真の写しの交付その他の物品の供与を受けるものは、

当該供与に要する費用を負担しなければならない。 

２ 前項の費用については、○○の○○（代表者）が別に定める。 

（異議の申出等） 

第 14条 開示決定等又は開示申出に係る不作為について不服があるものは、○○に対し、異議の

申出（以下「異議申出」という。）をすることができる。 

２ 開示決定等に対する異議申出は、当該決定等を知った日の翌日から起算して３か月以内に行

わなければならない。 

３ 異議申出は、○○の○○（代表者）に直接又は宮城県知事を経由して異議申出書（様式第 11

号）を提出して行わなければならない。 

４ ○○は、異議申出があったときは、遅滞なく、宮城県知事と協議し、異議申出回答書（様式

第 12号）により回答を行うものとする。 

５ ○○は、宮城県知事との協議が終了した日の翌日から起算して 30日以内に異議申出をしたも

のに理由を付して回答しなければならない。ただし、事務処理上の困難その他正当な理由があ

るときは、その期間を延長することができる。 
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（宮城県知事への説明等） 

第 15条 ○○は、宮城県知事から協議を行うために必要と認める文書の閲覧、○○の役職員に対

する意見聴取等を求められた場合には、これらに応じるものとする。 

（文書の管理） 

第 16条 ○○は、この規程の適正かつ円滑な運用に資するため、文書を適正に管理するものとす

る。 

（開示申出をしようとするものに対する情報の提供等） 

第 17条 ○○は、開示申出をしようとするものが容易かつ的確に開示申出をすることができるよ

う、○○が保有する文書の特定に資する情報の提供その他開示申出をしようとするものの利便

を考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

（宮城県知事による指導等） 

第 18条 ○○は、この規程の実施に関し必要があるときは、宮城県知事に対し、指導、助言等を

求めるものとする。 

（その他） 

第 19 条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施のため必要な事項は、○○が別に定める。 

附 則 

１ この規程は、平成○年○月○日から施行する。 

２ 開示申出については、第５条第１項の規定にかかわらず、当分の間、開示申出書を宮城県知

事を経由して提出し、開示申出をすることができる。 

３ 文書の開示については、第７条第３項の規定にかかわらず、当分の間、宮城県県政情報セン

ター又は宮城県県政情報コーナーにおいて開示することができる。 

附 則 

１ この規程は、平成○年○月○日から施行する。 

２ この規定の施行の日前にされた開示決定等又は施行の日前にされた開示申出に係る不作為に

係る異議の申出については、なお従前の例による。 
   附 則 
１ この規程は、令和○年○月○日から施行する。 
２ この規程の施行の際現にされている開示申出は、この規程の規定による開示申出とみなす。
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様式第１号（第５条関係） 

文 書 開 示 申 出 書 

年  月  日 

  

 

  ○○指定管理者○○○（代表者） 殿 

 

請求者 住 所 

    氏 名 

（法人その他の団体にあっては、事務所

又は事業所の所在地、名称及び代表者

の氏名） 

 

  ○○指定管理者情報公開規程第５条第１項の規定により、次のとおり文書の開示を申出しま

す。 

申 出 す る 

文 書 の 内 容 

（文書の件名又は知りたい事項について具体的に記入してください。） 

申 出 に 関 す る 

連 絡 先 

 

電話番号    （    ）    －      内線 

 

（申出者が法人その他の団体の場合） 

担当者所属・氏名  

文 書 の 開 示 

の 方 法 の 区 分 
１ 閲覧・視聴 ２ 写しの交付・複製物の供与 ３ １及び２ 

 

この欄には記入しないでください。 

文 書 の 件 名 

（  ）年度 

担 当 課 等 
電話番号（    ）   －       内線 

備 考  
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様式第２号（第６条関係） 

文 書 開 示 決 定 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

 

 

              殿 

 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

 

    年  月  日付けで申出のありました文書の開示については、○○指定管理者情報公

開規程第６条第１項の規定により、次のとおり文書の開示をすることを決定したので通知しま

す。 

文 書 の 内 容  

文 書 の 開 示 の 日 時 
                午前 
     年   月   日        時    分 
                午後 

文 書 の 開 示 の 場 所  

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  

（注）１ 指定された日時が都合の悪い場合には、あらかじめ担当課等へ御連絡ください。 

２ ○○指定管理者情報公開規程第７条第５項の規定により、この通知があった日から

90日を経過すると、開示を受けることができなくなります。 
なお、正当な理由によりこの期間内に開示を受けることができない場合には、担当

課等へ御連絡ください。 
３ 文書の開示を受ける際には、この通知書を提示してください。 
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様式第３号（第６条関係） 

文 書 部 分 開 示 決 定 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

 

              殿 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

    年  月  日付けで申出のありました文書の開示については、○○指定管理者情報

公開規程第６条第１項の規定により、次のとおり一部を除いて文書の開示をすることを決定

したので通知します。 

文 書 の 内 容  

文 書 の 開 示 の 日 時 
                午前 
    年   月   日        時    分 
                午後 

文 書 の 開 示 の 場 所  

一部について文書の 
開 示 を し な い 理 由 

○○指定管理者情報公開規程第８条第 号該当 

※一部について文書の 
開示をしない理由が 
なくなる期日 

    年  月  日 

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  

（教示） 
 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起
算して３か月以内に、○○指定管理者○○○（代表者）に異議の申出をすることができ
ます。ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、
決定の日の翌日から起算して１年を経過した時は、異議の申出をすることができなくな
ります。 

 
（注）１ 指定された日時が都合の悪い場合には、あらかじめ担当課等へ御連絡ください。 

２ ○○指定管理者情報公開規程第７条第５項の規定により、この通知があった日から90
日を経過すると、開示を受けることができなくなります。 
 なお、正当な理由によりこの期間内に開示を受けることができない場合には、担当課
等へ御連絡ください。 

３ 文書の開示を受ける際には、この通知書を提示してください。 
４ ※印の欄は、一部について文書の開示をしない理由がなくなる期日をあらかじめ明示

することができる場合に記入してありますので、当該期日以降改めて申出してくださ
い。 
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様式第４号（第６条関係） 

文 書 不 開 示 決 定 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

 

 

              殿 

 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

 

    年  月  日付けで申出のありました文書の開示については、○○指定管理者情報公開

規程第６条第１項の規定により、次のとおり文書の開示をしないことを決定したので通知します。 

文 書 の 内 容  

文 書 の 開 示 を 
し な い 理 由 
 

 

※文書の開示をしない
理由がなくなる期日 

    年  月  日 

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  

（教示） 

 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、○○指定管理者○○○（代表者）に異議の申出をすることができます。た

だし、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定の日の

翌日から起算して１年を経過した時は、異議の申出をすることができなくなります。 

 
（注） ※印の欄は、文書の開示をしない理由がなくなる期日をあらかじめ明示することができ

る場合に記入してありますので、当該期日以降改めて申出してください。 
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様式第５号（第６条関係） 

文書不開示決定通知書（存否応答拒否） 

第     号   

年  月  日   

 

 

              殿 

 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

 

    年  月  日付けで申出のありました文書については、○○指定管理者情報公開規程

第６条第１項の規定により、次のとおり文書の開示をしないことを決定したので通知します。 

文 書 の 内 容  

文書の存否を明らかに 
しない理由 

○○指定管理者情報公開規程第 条第 号該当 
 

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  

（教示） 

 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に、○○指定管理者○○○（代表者）に異議の申出をすることができます。

ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定の

日の翌日から起算して１年を経過した時は、異議の申出をすることができなくなります。 
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様式第６号（第６条関係） 

文書不開示決定通知書（不存在） 

第     号   

年  月  日   

 

 

              殿 

 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

 

    年  月  日付けで申出のありました文書については、○○指定管理者情報公開規程

第６条第１項の規定により、次のとおり文書の開示をしないことを決定したので通知します。 

文 書 の 内 容  

文書が存在しない理
由 

 

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  

（教示） 

 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に、○○指定管理者○○○（代表者）に異議の申出をすることができます。

ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定の

日の翌日から起算して１年を経過した時は、異議の申出をすることができなくなります。 
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様式第７号（第６条関係） 

決 定 期 間 延 長 通 知 書  

第     号   

年  月  日   

 

 

              殿 

 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

 

    年  月  日付けで申出のありました文書の開示については、○○指定管理者情報公

開規程第６条第４項の規定により、次のとおり文書の開示をするかどうかの決定をする期間を

延長したので通知します。 

文 書 の 内 容  

○○指定管理者情報公開

規程第６条第１項に規定

する決定期間 

    年  月  日から 

    年  月  日まで 

決 定 期 間 の 延 長 期 限     年  月  日まで 

延 長 の 理 由  

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  
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様式第８号（第１２条関係） 

文 書 の 開 示 に 係 る 意 見 照 会 書 

第     号   

年  月  日   

 

 

              殿 

 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

 

  次の文書の開示について、○○指定管理者情報公開規程第１２条第１項（第２項）の規定に

より意見を求めますので、文書の開示に係る意見書（様式第９号）により   年  月  日

までに回答してくださるようお願いいたします。 

文 書 の 内 容  

文書に記載されている
情報 

 

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  

（注） 

回答期限までに文書の開示に係る意見書の提出がない場合は、意見の聴取の手続を終結し、

文書の開示が行われることがあります。 



- 14 - 
 

様式第９号（第１２条関係） 

文 書 の 開 示 に 係 る 意 見 書 

 

年  月  日   

 

 

  ○○指定管理者○○○（代表者） 殿 

 

 

住 所 

氏 名 

（法人その他の団体にあっては、事務所又

は事業所の所在地、名称並びに代表者の氏

名） 

意見照会年月日及び 

番号 
     年   月   日     第     号 

該当する番号を○で囲み、必要な事項を記入してください。 

１ 文書を開示されても支障がない。 

２ 文書を開示されると支障がある。 

 （文書の開示により支障がある部分） 

 

 

 

 

 

 

理由（２に該当する場合に記入してください。） 
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様式第１０号（第１２条関係） 

文 書 を 開 示 決 定 し た 旨 の 通 知 書 

第     号   

年  月  日   

 

 

              殿 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

  ○○指定管理者情報公開規程第１２条第３項の規定により、次のとおり行政文書の開示をす

ることを決定したので通知します。 

文 書 の 内 容  

文書に記載されてい

る情報の内容 
 

開示を実施する年月

日 
    年   月   日（ ） 

開 示 決 定 の 種 類 
    年   月   日付け   第    号 

    開示（部分開示）決定 

開示を決定した理由 

 

担 当 課 等 
 

電話番号（    ）  －      内線 

備 考  

（教示） 

 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内に、○○指定管理者○○○（代表者）に異議の申出をすることができます。

ただし、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定の

日の翌日から起算して１年を経過した時は、異議の申出をすることができなくなります。 

 開示を実施する日の前日までに異議の申出がないときは、上記の情報を開示します。 
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様式第１１号（第１４条関係） 

異 議 申 出 書 

 

年  月  日   

 

 ○○指定管理者○○○（代表者） 殿 

 

 

異議申出人 ○○ ○○ ㊞ 

 

 

 次のとおり異議の申出をします。 

 

１ 異議申出人の氏名、年齢、住所 

○○ ○○  ○○歳    ○○市○○町○○番地 

 

２ 異議申出に係る決定 

  ○○指定管理者○○○（代表者）が  年  月  日付けで異議申出人に対してした○○

決定 

 

３ 異議申出に係る決定があったことを知った日 

年  月  日 

 

４ 異議申出の趣旨及び理由 

(1) 異議申出の趣旨 

異議申出に係る決定を取り消すとの決定を求める。 

(2) 異議申出の理由 

（開示しない理由に対する異議申出人の主張等を具体的に箇条書で記載する。別紙でも可。） 

 

５ 教示の有無及び内容 

「この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、○○指定管理者○○○（代表者）に異議の申出をすることができます。ただ

し、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定の日の翌日

から起算して１年を経過した時は、異議の申出をすることができなくなります。」との教示が

ありました。 

 

６ その他 

 (1) 添付書類 
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様式第１２号（第１４条関係） 

異 議 申 出 回 答 書 

 

 

住   所 

 

異議申出人 

 

 

上記異議申出人から   年  月  日付けで提起された○○指定管理者情報公開規程（以

下「規程」という。）第６条第１項の規定に基づく○○○決定（以下「本件決定」という。）に対

する異議申出書について、次のとおり回答します。 

 

主    文 

 

 

 

 

理    由 

 

１ 異議申出の趣旨及び理由 

 

 

 

２ 決定の理由 

 

 

 

 

よって、○○○○○○○○○するものとし、主文のとおり回答します。 

 

年  月  日 

 

○○指定管理者○○○（代表者） □印  

 

 

（注）原本は指定管理者が保管し、異議申出人には原本証明したものを送付します。 



別紙５（「指定管理者が行う公の施設の管理に係る個人情報保護基準」別記） 
 

個人情報取扱特記事項 
 
 （基本的事項） 
第１ 乙は、宮城県啓佑学園及び宮城県第二啓佑学園の管理運営の業務（以下単に「管理

業務」という。）を行うに当たって取り扱う個人情報については、個人の権利利益を侵害

することがないよう、その取扱いを適正に行わなければならない。 
 （個人情報保護規程の制定等） 
第２ 乙は、管理業務に係る個人情報の適正な取扱いに資するため、個人情報の保護に関

する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）の趣旨に即して、保有、利用、提

供及び適正管理等のほか、開示、訂正、利用停止の申出等に関して必要な事項を定めた

規程を制定しなければならない。 
２ 乙は、前項の規定により規程を制定した場合は、甲に報告しなければならない。その

規程を変更した場合も同様とする。 
 （秘密の保持） 
第３ 乙は、管理業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせ、又は不当な目的

に使用してはならない。指定の期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同

様とする。 
 （個人情報管理者等） 
第４ 乙は、管理業務における個人情報の取扱いに係る管理責任者（以下「個人情報管理

者」という。）及び管理業務に従事する者（以下「管理業務従事者」という。）を定めな

ければならない。 
 （作業場所の特定） 
第５ 乙は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定めなければならな

い。 
 （個人情報の持ち出しの禁止） 
第６ 乙は、甲の指示又は事前の承認がある場合を除き、個人情報を定められた場所から

持ち出してはならない。 
 （漏えい、き損及び滅失の防止等） 
第７ 乙は、管理業務に関して知り得た個人情報の漏えい、き損及び滅失の防止その他の

個人情報の適切な取扱いのために必要な安全管理措置を講じなければならない。 
 （個人情報の消去等） 
第８ 乙は、管理業務の目的に照らし、保有の必要がなくなった個人情報については、速

やかに、かつ、確実に消去の措置を講じなければならない。ただし、甲が別に指示した

ときは当該方法によるものとする。 
２ 乙は、指定の期間が満了し、又は指定を取り消され、乙以外の者に宮城県啓佑学園及

び宮城県第二啓佑学園の管理者が交代した場合にあっては、その保有する個人情報につ

いて、甲が指示する方法により速やかに、かつ、確実に引き継ぐものとする。 
 （従事者等への教育研修等） 
第９ 乙は、個人情報管理者及び管理業務従事者に対して、在職中及び退職後においても、

管理業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用し

てはならないことなど個人情報の保護に関して必要な教育研修の実施その他適切な監督

を行わなければならない。 
 （委託等の禁止） 
第 10 乙は、管理業務に係る個人情報の取扱いを含む業務の全部又は一部を第三者に委託

してはならない。ただし、甲の承諾がある場合については、この限りでない。なお、委

託した業務をさらに委託する場合も同様とする。 



２ 前項ただし書の規定により、第三者に委託する場合にあっては、乙は、受託者に対し、

当該委託で取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう、必要かつ適切な措置を講じな

ければならない。 
 （苦情の処理） 
第 11 乙は、管理業務に係る個人情報の取扱いに関して苦情があったときは、適切かつ迅

速な処理に努めなければならない。 
 （体制の整備） 
第 12 乙は、前各条に規定する個人情報の安全管理措置を適切に行うため、必要な管理及

び措置を行わせるなど、必要な体制を整備しなければならない。 
 （実地調査） 
第 13 甲は、乙が管理業務で取り扱う個人情報の利用、管理その他の取扱い状況等につい

て、必要に応じ、実地に調査することができる。 
 （指示及び報告） 
第 14 甲は、乙が管理業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、乙に

対して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることがで

きる。 
（事故発生時の対応） 

第 15 乙は、管理業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発

生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに甲に対して、当該事故に関わる個人情報の内

容、件数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、甲の指示に従うものとす

る。 
２ 甲は、管理業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当

該事故に関する情報を公表することができる。 
 
注１ 「甲」は実施機関を、「乙」は指定管理者をいう。 
 ２ 特記事項に掲げる事項を基本協定書中に記載すること及び必要に応じて、加除修正

を加えることを妨げない。また、基本協定書に規定された他の項目で、特記事項の規

定と同様の効果が得られる場合にあっても、同様とする。 
３ 特記事項に違反した場合の損害賠償等については、通常基本協定に盛り込まれるも

のであるため、特記事項中には掲げていないが、基本協定書において措置されていな

い場合には、措置する必要がある。 
 
 
 



 

 

別紙６－１ 

 

宮城県啓佑学園使用料徴収事務処理要領 

 

 この要領は、宮城県（以下「甲」という。）が指定管理者（以下「乙」という。）に委

託する使用料の徴収事務の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 乙は、納入義務者から使用料を徴収しようするときは、条例、規則及び協定書に照ら 

し、徴収内容、徴収金額、納入義務者、納入期限、納入場所及び所属会計年度等が適当

であることを確認しなければならない。 

２ 乙は、台帳を備えつけ、その都度整理し、常に徴収状況を明確にしておかなければな

らない。 

３ 乙は、納入義務者から現金を領収したときは、領収書を発行し、その控えを保管して

おかなければならない。 

４ 乙は、使用料の徴収事務を行うため、専用の決済性預金口座を設けるものとし、領収

した現金を領収した日の翌営業日まで当該預金口座に入金し、確実に保管しなければな

らない。 

５ 乙は、領収した現金を前項の規定による預金口座に入金するまでは、金庫等に保管す

るなど善良な管理者の注意をもって保管しなければならない。 

６ 乙は、徴収した使用料を１か月ごとに取りまとめ、月ごとの徴収の実績を翌月の末日

（３月分は３月３１日）までに、利用状況報告書（別紙様式１）により甲に提出しなけ

ればならない。 

７ 乙は、納入義務者から徴収した使用料を、甲の発行する納入通知書により、指定金融

機関等に振り込むものとする。 

８ 乙は、使用料の徴収において、納入期限を過ぎてなお、納入義務者が当該公金を納入 

しないときは、速やかに甲に報告するものとする。  

９ 乙は、甲の発行する徴収委託証明書を、納入義務者の見やすい場所に掲示しなければ 

ならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

別紙様式１ 
 

宮城県啓佑学園利用状況報告書（    年  月分） 
 

区 分 入 所 短期入所 計 備 考 

利用実人員 人 人 人  

徴収実人員 人 人 人  

金額（Ａ） 円 円 円  

食費等実費額（Ｂ） 円 円 円  

合計（Ａ＋Ｂ） 円 円 円  

 
 
上記のとおり報告します。 
 
 

   年   月  日 
 
 
        法 人 名 
        代表者氏名 
 
 
宮城県知事          殿 



 

 

別紙６－２ 

 

 

宮城県第二啓佑学園使用料徴収事務処理要領 

 

 この要領は、宮城県（以下「甲」という。）が指定管理者（以下「乙」という。）に委

託する使用料の徴収事務の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 乙は、納入義務者から使用料を徴収しようするときは、条例、規則及び協定書に照ら 

し、徴収内容、徴収金額、納入義務者、納入期限、納入場所及び所属会計年度等が適当

であることを確認しなければならない。 

２ 乙は、台帳を備えつけ、その都度整理し、常に徴収状況を明確にしておかなければな

らない。 

３ 乙は、納入義務者から現金を領収したときは、領収書を発行し、その控えを保管して

おかなければならない。 

４ 乙は、使用料の徴収事務を行うため、専用の決済性預金口座を設けるものとし、領収

した現金を領収した日の翌営業日まで当該預金口座に入金し、確実に保管しなければな

らない。 

５ 乙は、領収した現金を前項の規定による預金口座に入金するまでは、金庫等に保管す

るなど善良な管理者の注意をもって保管しなければならない。 

６ 乙は、徴収した使用料を１か月ごとに取りまとめ、月ごとの徴収の実績を翌月の末日

（３月分は３月３１日）までに、利用状況報告書（別紙様式２）により甲に提出しなけ

ればならない。 

７ 乙は、納入義務者から徴収した使用料を、甲の発行する納入通知書により、指定金融

機関等に振り込むものとする。 

８ 乙は、使用料の徴収において、納入期限を過ぎてなお、納入義務者が当該公金を納入 

しないときは、速やかに甲に報告するものとする。  

９ 乙は、甲の発行する徴収委託証明書を、納入義務者の見やすい場所に掲示しなければ 

ならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

別紙様式２ 
 

宮城県第二啓佑学園利用状況報告書（    年  月分） 
 

区 分 入 所 短期入所 計 備 考 

利用実人員 人 人 人  

徴収実人員 人 人 人  

金額（Ａ） 円 円 円  

食費等実費額（Ｂ） 円 円 円  

合計（Ａ＋Ｂ） 円 円 円  

 
 
上記のとおり報告します。 
 
 

   年   月  日 
 
 
        法 人 名 
        代表者氏名 
 
 
宮城県知事          殿 



別紙７－１

（単位：千円）

344,428 348,397 358,578 377,163 420,877 1,849,443

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

344,428 348,397 358,578 377,163 420,877 1,849,443

（単位：千円）

報酬 929 920 992 1,175 984 非常勤嘱託医３人

職員給与等 225,821 202,757 206,124 213,506 293,826 職員数換算41人(R2協定)

（手当，共済費含む）

226,750 203,677 207,116 214,681 294,810

事務消耗品費 1,902 3,053 2,831 1,562 898 歯科医等謝礼

保守料 3,650 4,632 4,602 4,850 4,410 職員研修等

報償費 219 99 100 104 517 電気，水道，ガス

水道光熱費 8,097 9,392 8,599 8,310 7,579 Ａ重油，ｶﾞｿﾘﾝ，軽油，灯油

燃料費 4,342 4,040 5,018 3,961 4,128 設備・施設修繕，車両修繕

賃借料 581 1,237 900 1,457 813

修繕費 498 468 1,299 899 1,529 電話代，車両保険，各種手数料

業務委託費 21,324 21,699 21,751 26,550 32,992 空調設備・消防設備保守点検他

その他 5,539 6,571 5,316 6,102 5,827 保守料，事務局経費

46,152 51,190 50,417 53,794 58,693

給食費 20,077 22,847 23,738 24,567 24,156

被服費 2,553 2,926 2,342 1,849 2,526 給食，おやつ代等

本人支給金 3,374 4,319 4,297 4,397 3,906 給食費等学校に対する扶助費

消耗器具備品費 9,034 9,872 6,690 6,654 6,927 事業運営に係る分

水道光熱費 9,655 12,214 11,617 11,142 10,908 事業運営に係る分

燃料費 5,295 5,614 6,079 4,791 5,940

賃借料 2,679 2,699 2,983 2,670 3,029 事業運営に係る機器等の修繕

修繕費 3,178 3,344 3,268 2,864 3,200 寝具リース等

その他 7,948 9,219 8,139 7,185 6,782 被服費，事務局経費

63,794 73,053 69,152 66,120 67,374

自主事業 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

336,696 327,920 326,685 334,595 420,877 1,746,773

7,732 20,477 31,893 42,568 0 102,670

0 7,732 28,209 60,102 102,670

7,732 28,209 60,102 102,670 102,670

※　上記金額は，消費税相当額を含みます。 　 　

令和7年
（見込）

合　　計 備　　考

【支出】

区　　分

宮城県啓佑学園　管理運営収支実績（見込）額（令和３年度～令和７年度）

【収入】

区　　分
令和3年
（実績）

令和4年
（実績）

合　　計

令和5年
（実績）

令和6年
（実績）

収支（Ａ）－（Ｂ）

令和6年
（実績）

令和7年
（見込）

令和5年
（実績）

収
入

県の指定管理料

利用料金収入

自主事業収入

その他

収入合計（Ａ）

備　　考

支
出

人
件
費

人件費計

施設管理費計

令和3年
（実績）

令和4年
（実績）

施
設
管
理
費

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

施
設
運
営
費

施設運営費計

自
主
事
業
他

自主事業他計

支出合計（Ｂ）



別紙７－２

（単位：千円）

222,880 218,514 226,828 243,380 268,352 1,179,954

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

222,880 218,514 226,828 243,380 268,352 1,179,954

（単位：千円）

報酬 474 489 549 725 564 非常勤嘱託医２人

職員給与等 163,427 153,127 164,636 167,482 203,352 職員数換算31人(R2協定)

0 0 0 0 0 （手当，共済費含む）

0 0 0 0 0

163,901 153,616 165,185 168,207 203,916

事務消耗品費 804 1,978 1,469 658 810

保守料 1,794 2,213 2,371 2,476 2,173 職員研修等

水道光熱費 4,165 6,026 4,748 4,572 4,507 電気，水道，ガス

燃料費 2,237 2,844 2,688 2,157 2,682 Ａ重油，ｶﾞｿﾘﾝ，軽油，灯油

賃借料 204 734 340 627 533 設備・施設修繕，車両修繕

修繕費 170 405 810 343 908

業務委託費 10,503 11,179 11,212 13,677 16,360 電話代，車両保険，各種手数料

その他 2,868 3,523 2,855 3,750 3,360 空調設備・消防設備保守点検他

保守料，事務局経費

22,745 28,902 26,494 28,260 31,333

給食費 9,550 10,364 11,912 12,308 12,713

消耗器具備品費 5,778 5,893 5,488 5,089 6,158 給食，おやつ代等

水道光熱費 4,559 4,013 5,649 5,430 5,400 事業運営に係る分

燃料費 2,492 1,859 2,985 2,386 2,777 事業運営に係る分

賃借料 2,105 1,243 1,691 1,350 1,271

修繕費 2,019 2,746 1,266 1,545 1,265 事業運営に係る分

その他 3,622 4,754 3,158 3,083 3,519 寝具リース等

器具備品費，事務局経費

30,124 30,872 32,149 31,191 33,103

自主事業 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

216,770 213,390 223,828 227,658 268,352 1,149,998

6,110 5,124 3,000 15,722 0 29,956

0 6,110 11,234 14,234 29,956

6,110 11,234 14,234 29,956 29,956

※　上記金額は，消費税相当額を含みます。

宮城県第二啓佑学園　管理運営収支実績（見込）額（令和３年度～令和７年度）

【収入】

区　　分
令和3年
（実績）

令和4年
（実績）

令和5年
（実績）

令和6年
（実績）

令和7年
（見込）

合　　計 備　　考

令和5年
（実績）

収
入

県の指定管理料

利用料金収入

自主事業収入

その他

施設管理費計

収入合計（Ａ）

【支出】

区　　分
令和3年
（実績）

令和4年
（実績）

収支（Ａ）－（Ｂ）

令和6年
（実績）

令和7年
（見込）

合　　計 備　　考

支
出

人
件
費

人件費計

施
設
管
理
費

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

施
設
運
営
費

施設運営費計

自
主
事
業
他

自主事業他計

支出合計（Ｂ）



別紙８ 
宮城県啓佑学園・宮城県第二啓佑学園人員配置案 

 
 下表の職員数は、宮城県啓佑学園及び宮城県第二啓佑学園の運営について、現在の運営を維

持し、更なる支援内容の向上を図るために必要であると、県が考えている人員配置数である。 
 申請者はこの人員配置を参考として、申請者が宮城県啓佑学園及び宮城県第二啓佑学園を運

営していくために必要と考える職員配置計画を提出すること。 
 
【宮城県啓佑学園】 

部門 職種 人数 
管理部門 管理者 ２ 

事務員 ５．５ 
運転手 １ 
洗濯員 ２ 

給食部門 栄養士 １ 
入所支援部門 
（短期入所含む） 

看護師 １ 
作業療法士等 １ 
生活支援員（サービス

管理責任者を含む） ３０ 

合計（常勤換算） ４２．５ 
 
【宮城県第二啓佑学園】 

部門 職種 人数 
管理部門 管理者 １ 

事務員 １ 
給食部門 栄養士 １ 
入所支援部門 
（短期入所含む） 

看護師 １ 
生活支援員（サービス

管理責任者を含む） ２７ 

合計（常勤換算） ３１ 
 
※ 人数は、常勤換算した場合の人数である。 
※ 啓佑学園の生活支援員のうち、臨時職員の割合は２６．５％程度を想定している。 
※ 第二啓佑学園の生活支援員のうち、臨時職員の割合は３割程度を想定している。 
※ 生活支援員には、日中活動支援及び夜間の支援を担当する職員のほか、児童心理担当職員、

課長等指導的立場にある職員を含む。 
※ 啓佑学園の事務員の業務には地域移行推進業務が含まれる。 
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２－２ 「宮城県啓佑学園」の管理運営業務 

 

２－３ 「宮城県第二啓佑学園」の管理運営業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１ 総則 
 

項 目 内 容 
(1)業務の目的 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)法令等の遵守 
 
 

・ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第２項に規定する 
障害児入所支援を行う。【宮城県啓佑学園】 

・利用定員 ６０人 
・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平 
成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設 
において施設入所支援等を行う。【宮城県第二啓佑学園】 

  ・利用定員 
  施設入所支援 ３０人 

生活介護 ３０人 
・ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５ 
条第８項に規定する短期入所事業を行う。 

・利用定員 
宮城県啓佑学園 ４人 
宮城県第二啓佑学園 ３人 

・ 事業採算性の観点から民間では収支バランスがとれにくい分野など 
を基本的な役割と考え、施設の運営を行う。 

具体的には、災害時等における他施設入所者の受け入れや他の社会 
福祉施設では引き受け困難な対象者の引き受け、施設でのサービスを 
必要とする利用者のセーフティネット（安全網）としての役割を担う 
こと。 

 
・ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、同法施行令（昭和２２年

政令第１６号）、公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年宮城県条例第４３号）、情報公開条例（平成１１年宮城

県条例第１０号）、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号）、財務規則（昭和３９年宮城県規則第７号）、公有財産規則

（昭和３９年宮城県規則第８号）、その他の関係法令等を遵守する。 
・ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）、児童福祉法、児童福祉施

設最低基準（昭和２３年厚生労働省令第６３号）、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ

スの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働

省令第１７１号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号）、福祉型障害児入

所施設条例（平成１７年宮城県条例第１２５号）、福祉型障害児入所

施設条例施行規則（平成１７年宮城県規則第１５６号）、障害者支援

施設等条例（平成１８年宮城県条例第６７号）、障害者支援施設等条

例施行規則（平成１８年宮城県規則第９７号）、協定等その他の関係

規程を遵守し、施設の管理運営を行う。 
 
（注）施設の管理運営に関し、関係法令等が改正された場合には、当該

改正後の法令等を遵守し、施設の管理運営を行う。 



２ 管理運営業務（共通項目） 
 

項 目 内 容 
(1)施設運営の基

本的事項 
 
 
（業務内容） 

 
 
 
 
 

・ 社会福祉法等関係法令の県立施設の設置目的に則った、適切な施設

運営が実施できる基本方針・事業計画を策定し、併せて管理運営に関

する諸規程を作成する。 
 
  （ア）基本方針、施設の運営目標、事業計画を策定すること。 
 （イ）管理規程、経理規程等の諸規程を策定すること。 
 （ウ）施設運営に必要な帳簿を整備すること。 
 （エ）必要職員を確保すること。 
 （オ）事業計画書、事業報告書、人員配置計画等を作成し提出するこ

と。 
 

(2)施設の管理運

営体制の整備 
 
（業務内容） 

 
 

・ 施設の管理運営に必要な人事管理、財産管理、予算編成等の業務を

適正に実施する。 
 
 （ア）管理運営体制を整備すること。 
 （イ）会計事務を適正に執行すること。 
 （ウ）経理事務を適正に執行すること。 
 

(3)内部チェック 

体制 
 
（業務内容） 

 
 

・ 不祥事を未然に防止し、現金、通帳、印鑑等の適正な保管管理体制

の確立に努めること。 
 
  （ア）通帳、印鑑を適正に保管すること。 
 （イ）利用者預り金を保管する場合は、適正に取り扱うこと。 

(4)建物・設備等

の保守管理 
 
（業務内容） 

 

・ 建物・機械設備備品等が、安全確実に使用できるよう保守管理業務

を行う。また、建物の内外部や敷地内の清掃・警備を行う。 
 
 （ア）建物、設備等保守管理 
   ・空調設備 

       ・消防設備 
 （イ）備品、造りつけ家具等保守管理 
 （ウ）外構施設保守管理 
 （エ）建物の内部・外部の清掃、敷地内清掃、害虫駆除 
 （オ）植栽管理業務 
 （カ）警備業務 
 

(5)利用者の生活

環境等の確保 

 
（業務内容） 

・ 生活の場としての施設環境を整備する。 
 
 
 （ア）各室の清掃、衛生管理等を適正に実施すること。 

 
 



項 目 内 容 
(6)苦情解決体制

の整備 
 
 
 
（業務内容） 

 
 

・ 利用者の意向が十分反映された福祉サービスを提供するため、利用

者が福祉サービスに関する苦情を自由に申し出ることができる環境を

整え、福祉サービスに係る苦情を適切に解決するための体制を整備す

る。 
 
（ア）苦情解決責任者、苦情解決担当者及び第三者委員を設置するこ

と。 
（イ）苦情解決を適正に処理するための仕組みの構築に努めること。 

(7)自己評価及び 

自己点検体制

の整備 
 
（業務内容） 

 
 

・ サービスの提供主体が、自らサービスの質を評価点検することによ

って、良質かつ適切なサービスの提供を図るための体制を整備する。 
 
 
 （ア）自己評価・自己点検体制の仕組みの構築に努めること。 
 （イ）第三者評価の仕組みの構築に努めること。 
 

(8)職員の確保と 

職員の資質向 
上 

 
 

 
 
 

①適切な勤務 

条件の確保 

 

（業務内容） 

 

・ 就業規則に基づく適切な勤務条件を整備・確保する。 
 
 
 （ア）就業規則、給与規程、旅費規程を策定すること。 
 （イ）労働基準法上の許可・届出を適正に行うこと。 
 （ウ）労働時間、夜間勤務時間の適正化に努めること。 
 

②職員の労働 

安全衛生管 

理体制の整 

備 

 

（業務内容） 

・ 職員の労働安全衛生管理体制を整備する。 
 
 
 
 
 （ア）労働安全衛生管理体制を適正に整備すること。 
 （イ）職員健康診断を実施すること。 
 

③職員の資質 

向上等人材 

育成 

 

（業務内容） 

・ 質の高いサービスを提供するため、職員の資質向上を図る。また、

人材育成や地域交流を図る観点から、実習生やボランティアの受入等

を行う。 
 
  （ア）研修等職員の資質向上のための実施計画を策定し実施すること。 
  （イ）実習生・ボランティアを受け入れること。 
 

 
 
 



項 目 内 容 
(9)事故発生時の 

体制の整備 
 
（業務内容） 

 

・ 利用者の事故等の未然防止に努めるとともに、事故等が発生した場

合に備え適切な対応ができる体制を構築する。 
 
 （ア）事故発生時の連絡体制を整備すること。 
 （イ）事故等の未然の防止や事故発生時における対応についての対策

を講じること。 
 

(10)防犯及び防

災防火体制

の整備・充実 

 
（業務内容） 

 
 

・ 防犯及び防災防火体制を整備し、利用者と建物設備の安全を守る。 
 
 
 
 （ア）防犯対策を整備すること。 
 （イ）消防防災計画を策定し、消防防災体制を整備すること。 
 （ウ）避難体制・地域協力体制の整備に努めること。 
  （エ）消防防災訓練を企画し、実施すること。 
 （オ）非常通報装置等消防設備を適正に管理すること。 
 

(11) 良好な家庭

的環境の実

現 

 

（業務内容） 

・ 宮城県社会的養育推進計画（令和 7 年度～令和 11 年度）に基づく、

障害児入所施設における良好な家庭的環境の実現に協力する。 
 
 
 （ア）県が行うユニット化等によるケア単位の小規模化に向けた施設

整備や職員の人員配置見直しなどの調査・検討に必要な情報を

整理・提供し、会議等に参画すること。 
 （イ）検討結果を踏まえたサービスの向上等に努めること。 
 

 
  



２－２ 「宮城県啓佑学園」の管理運営業務 
 

項 目 内 容 
◎施設利用者の

処遇等 
 
 
・ 利用者個人の意向・希望を尊重した処遇を行い、質の高いサービス

提供に努める。 
 
 （ア）生活指導を行うこと。 
  （イ）健康増進指導を行うこと。 
  （ウ）建物の内部、外部の清掃を実施すること。 
  （エ）給食業務を行うこと。 
（オ）洗濯業務を行うこと。 

 

 

 

 

 
 

①利用者の処 

遇の充実 

 

（業務内容） 
 

②地域移行に 

向けた訓練 

 

（業務内容） 
 

 

・ 将来の地域移行に向けて、生活訓練、社会体験を重ねることにより、

より円滑な地域移行が進められるように訓練等を行うとともに、各関

係機関等と調整し障害者の円滑な移行を支援する。 
 
（ア）個々の障害特性に合わせた地域移行に向けたトレーニングのシ

ステム作りに努めること。 
 （イ）地域での自立生活に向けたトレーニングの実施に努めること。 
 （ウ）家族・市町村・障害福祉サービス事業者・関係機関等との連携

を強化し、円滑な地域移行を支援すること。 
 

③セーフティ 

ネット機能 

の構築 

 

（業務内容） 
 

・ 最も支援を必要とする人たちのニーズに応えるべくサービスの提供

を行うなどのセーフティネット的機能の構築に取り組む。 
 
（ア）他施設では引き受けが困難な障害児を受け入れ、適切なサービ

スを提供すること。 

④緊急時の対

応 

 

（業務内容） 

・ 大規模災害時の他、虐待その他緊急避難を要する障害児の受け入れ

とその保護を行うこと。 
 
 （ア）緊急時に障害児の受け入れを行える体制を整備し、当該事由発

生時には迅速な受け入れとその保護を行うこと。 
 

⑤良好な家庭

的環境の実現 

 

（業務内容） 

・ 宮城県社会的養育推進計画（令和 7 年度～令和 11 年度）に基づく、

障害児入所施設における良好な家庭的環境の実現に協力する。 
 
 （ア）宮城県が設置する児童相談所の協力の下、措置入所児童を対象

とした家庭生活体験事業を実施すること。 
 

 
  



２－３ 「宮城県第二啓佑学園」の管理運営業務 
 

項 目 内 容 
◎施設利用者の

処遇等 
 
 
・ 利用者個人の意向・希望を尊重した処遇を行い、質の高いサービス提

供に努める。 
 
 （ア）生活指導を行うこと。 
  （イ）作業訓練を実施すること。   
 （ウ）健康増進指導を行うこと。 
  （エ）建物の内部、外部の清掃を実施すること。 
  （オ）給食業務を行うこと。 
（カ）洗濯業務を行うこと。 

 

 

 

 

 
 

①利用者の処 

遇の充実 

 

（業務内容） 

②利用者の自 

立・自活等 

への支援と 

地域移行の 

推進 

 

（業務内容） 

 

・ 利用者の心身の状況や障害特性に応じた自立・自活への支援・援助を

行い、自立訓練等の具体的な取組を通して、利用者にとって円滑な地域

移行の推進に努める。 
 
 
 

（ア） 地域生活移行に向けてのプログラム検討と、障害者の個々の特性

に合わせた具体的な地域移行計画の作成に努めること。 
 （イ）職場実習などを実施すること。 
 （ウ）家族・市町村・障害福祉サービス事業者・関係機関等との連携を

強化し、地域移行後の地域における支援体制の確立に努めるこ

と。 
 

③セーフティ 

ネット機能 

の構築 

 

（業務内容） 

 

・ 最も支援を必要とする人たちのニーズに応えるべくサービスの提供を

行うなどのセーフティネット的機能の構築に取り組む。 
 
（ア）他施設では引き受けが困難な障害者を受け入れ、適切なサービス

の提供に努めること。 
 

④緊急時の対

応 

 

（業務内容） 

 

・ 大規模災害時の他、虐待その他緊急避難を要する障害者の受け入れと

その保護を行うこと。 
 
 （ア）緊急時に障害者の受け入れを行える体制を整備し、当該事由発生

時には迅速な受け入れとその保護を行うこと。 
 

 
 



別紙10　リスク分担表

甲 乙

法令・関連制度の変更

資金調達 ○

○

○

○

甲の事由 ○

乙の事由 ○

○

○

応募コスト 応募コストの負担 ○

○

○

事業終了時の費用 ○

引継ぎ費用 ○

甲の事由 ○

乙の事由 ○

第三者の事由

○

甲の事由 ○

乙の事由 ○

安全衛生管理 ○

施設の使用許可 ○

使用料の徴収 ○

使用料の督促、延滞金
の徴収及び滞納処分

○

○「甲」は宮城県を、「乙」は指定管理者をいう。

※1 原状回復に関しては県の承認を得た場合を除く。

※2 新旧指定管理者間の協議により応分の負担。

○
（甲乙協議による）

敷地、建物、設備等の修繕のうち小規模のもの（指定管理料の範
囲内で、見積額が１件につき４００万円未満のもの）

施設の使用料の徴収

準備
段階

本業務の引継ぎコストの負担

甲のかしによる損害

乙のかしによる損害

指定期間終了時又は指定期間中に本業務を終了した場合若しくは
指定を取り消された場合における原状回復及び撤収費用

敷地、建物、設備等の破損に係る修繕経費

内容

施設の使用料の滞納に係る督促、延滞金の徴収及び滞納処分

敷地、建物、設備等の変更等に伴う費用の増加

不可抗力その他やむを得ない事由による施設及び設備の損壊復旧
（相当期間に及ぶ事業休止を伴う程度のもの）

維持補修

乙の責任による業務の遅延、中止

乙の事業放棄、事業破綻、協定違反等
業務の遅延・中止等

本業務の実施に伴う安全衛生管理

施設の使用許可

応募
関連

書類のかしによる損害

必要な資金の確保

地域との協調

本業務に対する住民及び利用者からの苦情、要望等

上記以外

周辺地域・住民・利用
者への対応

種類

管理
運営
段階

負担者

○
（甲乙協議による）

○
（甲乙協議による）

共通

第三者賠償 本業務の実施に係る第三者への損害

段階

乙が行う本業務の実施に影響のある法令等の変更に伴う費用の増
加(収入の減少)及び事業の中断等による損害

※1

※2



別紙１１ 

公の施設の管理運営における障害者就労施設等からの物品等の優先調達について 

 

１ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律について 

 

国、地方公共団体等が障害者就労施設等からの物品及び役務（以下「物品等」という。）

の調達を推進することで、就労する障害者、在宅就業者の自立の促進に資することを目

的に、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（平成

２４年法律第５０号）が、平成２５年４月に施行されました。 

 

○ 主な障害者就労施設等 

障害福祉サービス 

事業所 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場・訓練・生産活動

の場を提供する障害福祉事業所 

特例子会社 
障害者の雇用に特別な配慮をし、雇用される雇用者数・割合

が一定基準を満たすものとして厚労大臣の認定を受けた会社 

重度障害者多数 

雇用事業所 

重度身体障害者等を常時労働者として、多数雇い入れるか継

続して雇用している事業主 

在宅就業者 自宅等において物品の製造、役務の提供等を自ら行う障害者 

 

この法律では、各地方公共団体は、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図

るための方針を、毎年度定めることとされています。 

 

２ 就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針についてについて 

 

宮城県では、法律に基づく方針を毎年度定め、公表しています。同方針の中では県の

公の施設の管理運営を行う指定管理者に対しても、障害者就労施設等からの物品等の調

達について、理解と協力を求めることとしています。 

指定管理者は、県の方針に準じて、障害者就労施設等からの物品等の調達に努めてく

ださい。 

 

【就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針について】 

https://www.pref.miyagi.jp/site/syoufuku-top/yuusentyoutatu.html 



別紙１２

時 期 内 容

令和7年7月16日(水) 募集要項の公表

令和7年7月25日(金) 現地説明会（開催希望があった場合に実施）

令和7年8月1日(金) 募集要項に関する質問の受付締切

令和7年8月29日(金) 申請書の受付締切

令和7年9月上旬 第一次審査

令和7年9月下旬 第一次審査結果通知、第二次審査の案内

令和7年10月中旬 第二次審査

令和7年10月下旬 第二次審査結果通知

令和7年12月中旬 指定管理者の指定に関する議会の議決

令和7年12月下旬 指定管理者の指定

令和8年3月下旬まで 基本協定の締結

令和8年4月1日(水) 管理の開始

（注）上記スケジュールは、状況により変更となる場合がある。

指定管理者募集等のスケジュール


